
神戸市 令和５年度児童館における健全育成活動等開発事業業務委託仕様書 

～④乳幼児受け入れ・相談機能の強化～  

  

１．事業内容 

0～2 歳児の在宅育児の割合が高く、核家族化の進展や、地域コミュニティの希薄化等により、孤独・孤立

し、不安に陥る子育て世帯の増加が見込まれることから、0 歳から利用できる児童館の特性を活かしていくこ

とが求められている。 

妊娠中の世帯を含め、特に 0～2 歳児の保護者のニーズ把握を行い、身近な居場所としての児童館の認

知度を高め、利用していない方々に足を運んでもらうために、児童館では何が必要とされ、何ができるのか

掘り下げて検討する。 

検討を受けて、必要となる広報や児童館で必要な設備や展開するプログラム、相談体制を構築し、子ども

が小さい段階から児童館に慣れ親しんでもらう環境づくりを行う。 

０・１歳児をはじめとした相談体制については、親がどのようなことに不安を感じ相談したいと思っているの

かのニーズ把握を行い、発達に関する相談等、解決が難しい内容について、どのように行政機関や専門家

に繋げばスムーズに解決するのか等よくある相談の対応マニュアル等によってノウハウの蓄積・見える化を

行い、神戸市内の児童館に共有することで、全児童館の機能強化を図る。 

 

２．業務内容 

（１）乳幼児受け入れ・相談機能の強化に関する企画運営等 

妊娠期や子どもが 0・1 歳児のタイミングから利用でき、相談機能の強化を果たす取り組みについて実

施計画書を作成し、企画・運営すること。 

 （ア）実施計画の作成 

    以下の内容を定めた計画書を作成すること。 

・妊娠期や乳幼児の子育て世帯のニーズの把握方法 

・ニーズに対応したプログラムや受け入れ体制の検討 

現行の登録制度等の再設計や、新規プログラムや来館を促す仕組みづくり等 

・妊娠・出産直後や乳幼児の受け入れ、相談体制強化のための行政との連携方法やよくある相談対 

応のまとめ方法 

・取組に関するスケジュール 

・実施内容（プログラムや人員体制、参加見込数） 

・関係施設との連携方法 

・広報手法 

    ・実施に係る見積書 

    ・効果測定項目及びその方法 

（イ）実施内容 

   実施内容は、以下の点に留意すること。 

  ・当該事業実施のための体制を確保すること 

  ・妊娠期や乳幼児の子育て世帯に対するニーズ調査を行うこと。 



  ・児童館だけで完結することなく、行政機関と専門家、関係施設、地域と相談しながら実現させるため

の工夫をすること。 

・必要に応じて行政に対応してほしいことの提案を行うこと 

   ・他児童館（市外含）の好事例も参考にしながら進めること。 

・利用者へのアンケートを実施し、感想等を収集し、報告すること。アンケートの設問項目や実施方法 

等については、本市と協議すること。内容については、当該事業を実施したことによる意義を図ること

が出来るものとする。（実施することによる利用者増や保護者の満足度が向上したか等） 

 ・事業完了までの期間、本市の健全育成活動等開発事業の企画・推進委員会や健全育成活動等開発

マネージャーによる支援を受けることが出来る。 

 

（２）乳幼児受け入れ・相談機能の強化に取り組む活動の普及と担い手育成 

（ア）周知活動 

   他児童館に当該活動の紹介を実施し、波及に向けた声掛けを行うなど啓発に努めること。 

（イ）マニュアルの作成 

   他児童館でも実施できるよう、安全管理面等、当該事業実施に関する注意事項や方法等を記した実施

マニュアルについて、別途本市から提供する雛形に基づき、健全育成活動等開発マネージャーの支

援を受けながら作成すること。 

（ウ）担い手の・育成 

   複数職員が当該事業に携わり、次年度以降も、他児童館に対して実施に向けた講習を実施する等が

出来るよう、人材育成を行うこと。 

 

（３）報告書の作成 

   実施報告書を作成すること。作成にあたっては、本業務委託を通じて得た知見を踏まえ、他児童館へ

の普及手法について提案を記載すること。また、別途本市が開催する報告会において、実施内容の発

表を行うこと。 

 

３．成果物 

  当業務に係る成果品は以下の通りとする。いずれも電子データによる提出とする。 

  （1）実施報告書 

  （2）実施マニュアル 

  令和 6 年 2 月末までに提出すること 

 

４．委託期間 

  契約締結日から令和６年 3 月 31 日までとする。 

 

５．委託料及び精算 

受託者は委託料を委託業務以外の経費に支出してはならない。 委託料は、契約締結後に受託者から

の請求に基づき概算払いを行うことができるものとする。神戸市は、業務完了後、精算報告書の提出を受け



た後に、委託契約約款第４条に基づき検査し、概算払いを受けた委託料に余剰が生じたときは、これを神

戸市の定める方法により、指定する期日までに返納させるものとする。 

 

６．その他留意事項 

(1)契約の締結にあたり、神戸市は、受託事業者と協議の上、企画提案された内容の一部を変更して契約す

ることがある。 

(2)本業務の遂行にあたっては、関連する諸法規、条例等を熟知の上、遂行すること。 

(3)受託者は、神戸市の書面による事前の承諾なくして、本業務を第三者へ委託（請負その他これに類する

行為を含む）（以下「再委託」という）してはならない。神戸市は、本業務の全部又は大部分についての一

括した再委託を承諾することはできない。 

（4）受託者は、業務委託を実施するにあたり、本業務の実施に係る受託体制を明確にすることとし、それを

記載した書類を本市に提出する。 

（5）受託者は、本業務の実施にあたって、随時、企画・推進委員会や健全育成活動等開発マネージャーと

の連絡調整及び連携を図り実施すること。 

（6）本業務の実施に伴って取得した著作権等は本市に帰属する。 

（7）この仕様書に定めるもののほか、本業務の進捗状況等により変更等が必要な事項は、別途委託者と受

託者で協議して決定する。 

(8)神戸市情報セキュリティポリシー及び別紙「情報セキュリティ遵守特記事項」に定める事項を遵守し、 

実績報告時に「情報セキュリティ対策の実施状況報告書」を提出すること。 

 ＊神戸市情報セキュリティポリシー掲載先： 

  https://www.city.kobe.lg.jp/a06814/shise/jore/youkou/0400/policy.html 

(9)本業務においてホームページを作成する際は、神戸市ホームページ作成事業者用ガイドラインに定める

事項を遵守すること。 

 ＊神戸市ホームページ作成事業者用ガイドライン掲載先： 

  https://www.city.kobe.lg.jp/a57337/homepage/web_accessibility/guideline.html 

(10)本業務が中止となった場合、未履行の業務に該当する金額を減額すること。 

(11)本仕様書に定めのない事項については、神戸市と協議の上、定めるものとする。 

 

https://www.city.kobe.lg.jp/a06814/shise/jore/youkou/0400/policy.html
https://www.city.kobe.lg.jp/a57337/homepage/web_accessibility/guideline.html

